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目的の妥当性
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56,395,421
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市内の児童センター５館について、引き続き魚津市社会福祉協議会を指定管理者としH26年度～H31年度まで指定。２年目となり、引き
続き運営体制と利用環境の充実を図るため、市と指定管理者が連携して事業を実施している。
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地域における子育て支援の拠点として、他の子育て支援施設や団体
と連携し、機能の充実を図ることが必要と思われる。

効  率  性

上位施策への貢献度
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対象は適切であり、見直しの余地なし。
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23-４　子どもの活動の場の充実

民生費
児童福祉費
児童センター費

児童センターの利用者

103.9 

目
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果
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100.0 

27年度

78,000 

総合計画に主要事業として記載

79,000 

単位

103.9%

総合計画等への記載

26年度

88.4 100.0 利用者の増加率（前年度を100とする）

こども課児童センター運営事業
児童センター運営費
自治事務

保育係
0765-23-1079

担
当
部
署

終了年度昭和57年度開始年度 当面継続

課       名
係　   　名
電 話 番 号
会　   　計 一般会計

アウトソーシング導入状況

実績
71,855 

計画
指　標　名

導入済（指定管理者制度）

魚津市児童センター運営管理（指定管理者：魚津市社会福祉協議会）
こばと児童センター（大町）、かもめ児童センター（経田）、つばめ児童センター（本江）、ひばり児童センター（吉島）、すずめ児童セ
ンター（道下）の５館の運営事業。市内、特に児童センターを取り巻く地域に居住する幼児を含む小・中学生が健康の増進を図り情緒豊か
に過ごせるための場の整備。

実績
28年度

子育て支援や地域における幼児と親との交流の場の確保など、児童センターの機能を充実させるための運営方法の改善
や施設の整備等を図り、児童の健全育成に資する。

市内の児童センター５館について、魚津市社会福祉協議会を指定管理者とし、運営体制と利用環境の充実を図る。
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　平成27年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち
８　総合的な子育て支援対策の推進
23　子育て環境づくりの推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

51,156,000

1,010,000

計画

児童に健全な遊びを与え、健康を増進し情操を豊かにするとと
もに、地域の子育て支援施設として施策に結びついている。
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１ なし

２ 普通

-5.3% 55,392,000

評価項目 評価の理由
法令などによる義務付けはないが、公共性が非常に高く、民間
によるサービスの実施が困難なため、市による実施が妥当であ
る。
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①事務事業に携わる正規職員数

59,525,423
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１ 妥当である

評価結果

類似の事業はない。
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⑤その他

2,730,000

成果向上の余地なし。

１ 妥当である
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56,795,423
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動
指
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26年度
決算額

①需用費
②委託料

単位

56,894,000

354,000

コスト効率

負担割合の適正化

計画
77,000 

28年度
当初予算額

100,000
52,198,000

1,882,000

27年度
予算現額 決算額

-2.0%

-15.2%

決算増減率

1,458,000

107.2 

46,433,000

4,056,000

54,551,000

児童の健全育成及び子育て親子の育成支援の地域拠点として有
効性の高い事業。

１ 高い コスト削減の余地なし。

１ 適正である

61,094,000

0.0%

-23.1%

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　

実施主体は適当である。

負担割合は適当である。

Ａ 実施主体の適正化

１ 適正である
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